
【給与・定員管理等について】 

１ 総 括 

(1) 人件費の状況(普通会計決算) 

区 分 
住民基本台帳人口 

(23 年度末) 

歳 出 額 

(Ａ) 
実質収支 

人 件 費 

(Ｂ) 

人件費率 

(Ｂ／Ａ) （参考）22年度 

23 年度 
人 

49,665 

千円 

18,205,197 

千円 

860,332 

千円 

2,757,149 

％ 

15.14 

％ 

14.67 

注 1:「人件費」とは、職員に支給される給料や各種手当のほか、共済費(民間の社会保険料事業主負担に相当す

るもの)、特別職の給与・議員の報酬等や退職手当組合負担金等を含む費用の合計をいう。 

注 2:「実質収支」とは、形式収支(歳入総額－歳出総額)から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた額をいう。 

 

(2) 職員給与費の状況(普通会計決算) 

区 分 
職員数 

(Ａ) 

給 与 費 平均一人当たり 

給与費 

(Ｂ／Ａ) 
給   料 職 員 手 当 

期末・勤勉 

手   当 

計 

(Ｂ) 

23 年度 354 人 
千円 

1,312,835 

千円 

178,969 

千円 

497,147 

千円 

1,988,951 

千円 

5,619 

注 1:「職員数」は、平成 23 年 4月 1日現在の人数である。 

注 2:「給与費」とは、職員に支給する給与の総額をいう。 

注 3:「職員手当」には退職手当は含まない。 

 

(3) ラスパイレス指数の状況(各年 4月 1日現在) 

 
注 1:「ラスパイレス指数」とは、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の、地方公務員の給与水準を示す指 

数である。 

注 2：類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均化したもので

ある。 

注 3：「参考値」は、国家公務員の時限的な（2 年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値である。 

 

２ 一般行政職給料表の状況 

                              （円） 

行政職給料

表（甲） 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

１号給の 

給料月額 
135,600 185,800 222,900 261,900 289,200 320,600 366,200 



最高号給の 

給料月額 
243,700 307,800 359,900 393,300 411,000 427,800 458,600 

 

３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(平成 24年 4月 1 日現在) 

① 一般行政職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

(国ベース) 

伊豆の国市 43.8 歳 332,688 円 386,725 円 359,613 円 

静 岡 県 42.8 歳 345,525 円 436,566 円 380,292 円 

国 42.8 歳 
329,917 円 

(304,944 円) 

401,789 円 

（372,906 円） 
401,789 円 

 ※（  ）内は、給与改定特例法による減額後の額 

 

 ② 技能労務職 

区 分 

公務員 民 間 参考 

平均年齢 平均給料月額 
平均給与月額 

Ａ 
対応する職種 平均年齢 

平均給与月額 

Ｂ 
Ａ／Ｂ 

伊豆の国市 54.8 歳 261,790 円 285,370 円 － － － － 

 清掃職員 57.8 歳 306,100 円 330,000 円 廃棄物処理業 44.7 歳 288,200 円 1.15 

 給食調理員 54.0 歳 254,950 円 276,550 円 調理師 42.4 歳 247,900 円 1.12 

 その他 55.4 歳 266,700 円 288,033 円 － － － － 

 

区 分 

参 考 

年収ベース(試算値)の比較 

公務員Ｃ 民間Ｄ Ｃ／Ｄ 

伊豆の国市 4,460,640 円 － － 

 清掃職員 5,254,500 円 3,989,200 円 1.32 

 給食調理員 4,260,500 円 3,330,900 円 1.28 

 その他 4,504,900 円 － － 

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。(平成 21～23 年の平均) 

※賃金構造基本統計調査における労働者とは、労働基準法第 9 条にいう労働者をいい、臨時労働者(常用労働者

に該当しない日々又は 1カ月以内の期間を定めて雇われる労働者のうち、4 月又は 5月に雇われた日数がいず

れかの月において 17 日以下の労働者)が含まれている。 

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較に当たり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致して

いるものではない。 

 

 ③ 教育職（幼稚園教諭） 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

(国ベース) 

伊豆の国市 34.8 歳 260,002 円 273,549 円 273,549 円 

注 1:「一般行政職」とは、教育職等の専門職及び技能労務職以外の職員のことである。 

注 2:「平均給料月額」とは、平成 24 年 4月 1 日現在における各職種の職員の基本給の平均である。 

注 3:「平均給与月額」とは、給料月額及び職員手当(時間外勤務手当・特殊勤務手当等で、期末・勤勉手当を除

く)の合計である。 

注 4:「平均給与月額(国ベース)」とは、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手

当が含まれないことから、比較のため、国家公務員と同じベースで再計算したものである。 



(2) 職員の初任給の状況(平成 24年 4月 1 日現在) 

区  分 伊豆の国市 静 岡 県 国 

一般行政職 
大学卒 172,200 円 180,158 円 163,987(172,200)円 

高校卒 140,100 円 145,598 円 133,418(140,100)円 

技能労務職 
高校卒 141,900 円 142,978 円 － 

中学卒 129,200 円 130,181 円 － 

教 育 職 

（幼稚園教諭） 

大学卒 172,200 円 － － 

高校卒 － － － 

※（  ）内は、給与改定特例法による措置がないとした場合の額（減額前）の額 

 

(3) 職員の経験年齢別・学歴別平均給料月額の状況(平成 24年 4月 1日現在) 

区  分 経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 20 年 

一般行政職 

大学卒 266,117 円 313,983 円 363,367 円 

短大卒 － 268,867 円 336,350 円 

高校卒 － － 352,350 円 

技能労務職 
短大卒 － － － 

高校卒 － － － 

教 育 職 

（幼稚園教諭） 

大学卒 － 316,300 円 － 

短大卒 238,850 円 272,667 円 － 

 

４ 一般行政職の級別職員数等の状況 

(1) 一般行政職の級別職員数の状況(平成 24年 4月 1 日現在) 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

1 級 主事 19 人 7.6 ％ 

2 級 主任主事 10 人 4.0 ％ 

3 級 主査 74 人 29.5 ％ 

4 級 副主幹 53 人 21.1 ％ 

5 級 主幹 58 人 23.1 ％ 

6 級 課長、副参事ほか 27 人 10.7 ％ 

7 級 部長、支所長ほか 10 人 4.0 ％ 

計  251 人 100.0 ％ 

注 1:上記表は「職員の給与に関する条例」に基づく給料表の級区分による行政職給料表(甲)の職員数である。 

注 2:「標準的な職務内容」とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

 



 

 

５ 職員の手当の状況 

(1) 期末・勤勉手当の状況 

区   分 伊豆の国市 静 岡 県 国 

平成23年度１人当たり

平均支給額 
1,339 千円 1,551 千円 － 

平成 23 年度支給割合 
期末手当 勤勉手当 

同左 
2.6 月分 1.35 月分 

職制上の段階、 

職務の級等による 

加算措置 

・役職加算 5～15％ ・役職加算 

 5～20％ 

・管理職加算 

 20～25％ 

・役職加算 

 5～20％ 

・管理職加算 

 10～25％ 

 

(2) 退職手当の状況(平成 24年 4月 1日現在) 

区   分 
伊豆の国市 国 

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年 

勤続 20 年 23.50 月分 30.55 月分 23.50 月分 30.55 月分 

勤続 25 年 33.50 月分 41.34 月分 33.50 月分 41.34 月分 

勤続 35 年 47.50 月分 59.28 月分 47.50 月分 59.28 月分 

最高限度 59.28 月分 59.28 月分 59.28 月分 59.28 月分 

一人当たり 

平均支給額 
8,500 千円 23,002 千円 － － 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置として、2～20％加算 

注:退職手当の一人当たりの平均支給額は、23 年度に退職した職員に支給された平均額である。 

 

(3) 特殊勤務手当(平成 24 年 4 月 1 日現在) 

支給実績(平成 23 年度決算) 1,204 千円 

支給職員一人当たり平均支給年額(23 年度普通会計決算) 240,700 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合(23 年度) 1.4％ 



手当の種類 支給を受ける者の範囲 支 給 額 

防疫作業手当 
感染症が発生し、又は発生するおそれがある場合において、

その防疫作業に従事する職員 
1 日につき  600 円 

行旅病人等取扱 

従事手当 

行旅病人及行旅死亡人取扱法(明治 32 年法律 93 号)の規定に

より行旅病人等を取り扱う業務及びこれに準ずる業務に従事

する職員 

1 件につき 2,000 円 

行旅死亡人等取扱

従事手当 

行旅病人及行旅死亡人取扱法の規定により行旅死亡人等を取

り扱う業務及びこれに準ずる業務に従事する職員 
1 件につき 5,000 円 

じんかい処理手当 廃棄物の収集、運搬又は処分をする業務に直接従事する職員 1 日につき 1,000 円 

火葬業務手当 火葬場において火葬を行う業務に従事する職員 1 日につき 2,000 円 

 

(4) 時間外勤務手当(平成 22・23 年度普通会計決算) 

23 年度 
支給総額 57,005 千円 

職員一人当たりの支給年額 161 千円 

22 年度 
支給総額 52,899 千円 

職員一人当たりの支給年額 148 千円 

注:休日勤務手当を含む。 

 

(5) その他の手当(平成 24 年 4 月 1 日現在) 

○内容及び支給単価 

手当名 内    容 支給単価 

扶養手当 

扶養親族のある職員に支給する 

・配偶者 

・配偶者以外の扶養親族一人につき 

・配偶者がいない場合の扶養親族のうち一人 

・満 16歳に達する年度の初めから満 22歳の年度末までの子一人

につき 

 

13,000 円 

6,500 円 

11,000 円 

 

加算 5,000 円 

住居手当 

＜借家・借間に居住する場合＞ 

支給対象者･･･自らが借り受け月額 12,000 円を超える家賃・間代

を支払っている職員 

 

 

限度額 27,000 円 

通勤手当 

通勤のために交通機関や自動車等を 使用することを常例とする

職員に支給する（片道 2㎞未満を除く） 

＜交通機関等利用者の場合＞ 

＜交通用具使用者の場合＞ 

通勤距離による 

 

 

実費 

 

2,000 円～24,500 円 

管理職手当 管理または監督の地位にある職員に対して支給する 給料月額の 7％～15％ 

宿日直手当 日直勤務を命じられた職員に支給する 7,200 円／回 

 

○支給実績及び支給職員一人当たり平均支給年額(平成 23 年度普通会計決算) 

手当名 国の制度との異同 
国の制度と 

異なる内容 
支給実績 

支給職員一人当たり 

平均支給年額 

扶養手当 同 － 35,578 千円 220,978 円 

住居手当 同 － 13,767 千円 264,758 円 

通勤手当 同 － 14,207 千円 47,200 円 

管理職手当 異 支給率 36,755 千円 556,894 円 

宿日直手当 異 支給額 2,506 千円 10,708 円 



６ 特別職の報酬等の状況(平成 24 年 4 月 1 日現在) 

 給料月額 
期末手当の 

支給割合 

退職手当 

算定方式 1 期の手当額 支給時期 

給 
 

料 

市 長 800,000 円 
6 月期 

12 月期 

1.90 月分 

2.05 月分 

給料月額×在職年数× 

500／100 
16,000,000 円 任期ごと 

副市長 660,000 円 
6 月期 

12 月期 

1.90 月分 

2.05 月分 

給料月額×在職年数× 

300／100 
7,920,000 円 任期ごと 

教育長 600,000 円 
6 月期 

12 月期 

1.90 月分 

2.05 月分 

給料月額×在職年数× 

220／100 
5,280,000 円 任期ごと 

報 
 

酬 

議 長 363,000 円 
6 月期 

12 月期 

1.70 月分 

1.85 月分 
－ － － 

副議長 324,000 円 
6 月期 

12 月期 

1.70 月分 

1.85 月分 
－ － － 

議 員 300,000 円 
6 月期 

12 月期 

1.70 月分 

1.85 月分 
－ － － 

注:退職手当の「1 期の手当額」は、4 月 1 日現在の給料月額及び支給率に基づき、1 期(4 年)勤めた場合におけ

る退職手当の見込額である。 

 

７ 職員数の状況 

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由(各年 4月 1日現在)                単位:人 

区 分 

部 門 

職員数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

23 年 24 年 

普
通
会
計 

一
般
行
政
部
門 

議会 5 5 0  

総務 96 96 0  

税務 21 21 0  

農林水産 7 7 0  

商工 9 9 0  

土木 24 24 0  

民生 60 64 4 福祉事務所の充実、保育業務の充実 

衛生 39 36 △3 退職不補充、業務委託の拡大 

小計 261 262 1  

教育部門 91 87 △4 退職不補充、事務の統廃合 

小計 352 349 △3  

公
営
企
業 

水道 9 9 0  

下水道 4 4 0  

その他 19 19 0  

小計 32 32 0  

総   合   計 
384 

［432］ 

381 

［432］ 

△3 

－ 
 

注 1:平成 24 地方公共団体定員管理調査による。 

注 2:「普通会計」とは、地方公共団体の行政運営の基本的な経費を網羅した会計である。 

注 3:職員数は一般職(教育長含む)に属する職員数である。 

注 4:［ ］内は、条例定数の合計である。 

 

 



(2) 年齢別職員構成の状況(各年 4月 1日現在) 

 
単位:人 

年齢 

 

年度 

20 歳 

 

未満 

20 歳

～ 

23 歳 

24 歳 

～ 

27 歳 

28 歳 

～ 

31 歳 

32 歳 

～ 

35 歳 

36 歳 

～ 

39 歳 

40 歳 

～ 

43 歳 

44 歳 

～ 

47 歳 

48 歳 

～ 

51 歳 

52 歳 

～ 

55 歳 

56 歳 

～ 

 

合計 

24 1 18 23 33 46 60 44 23 37 56 40 381 

23 1 15 22 41 46 57 40 36 33 52 40 383 

22 0 11 24 44 54 51 29 39 46 54 33 385 

注:教育長は除く。 

 

(3) 職員数の推移 

 19 年 20 年 21 年 22 年 23 年 24 年 過去 5年間の増減数（率） 

一般行政 292 277 270 264 261 262 △30 (△10.3％) 

教育 91 89 90 90 91 87 △4 （△4.4％） 

普通会計計 383 366 360 354 352 349 △34 （△8.9％） 

公営企業等会計計 28 32 32 32 32 32 4 （14.3％） 

総合計 411 398 392 386 384 381 △30 （△7.3％） 

 

 

８ 公営企業職員の状況 

(1) 水道事業 

 ① 職員給与費の状況 

ア 決算 

区 分 
総費用 

Ａ 

純損益または 

実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

22 年度の総費用に占める 

職員給与費比率 

23 年度 
千円 

514,539 

千円 

69,098 

千円 

65,183 

％ 

13.4 

％ 

12.2 

 

区 分 
職員数 

Ａ 

給 与 費 一人当たり 

給 与 費 

Ｂ／Ａ 
給   料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計 Ｂ 



23 年度 9 人 
千円 

38,407 

千円 

6,583 

千円 

14,094 

千円 

59,084 

千円 

6,565 

注 1:「職員数」は、平成 24 年 3月 31 日現在の人数である。 

注 2:「給与費」とは、職員に支給する給与の総額をいう。 

注 3:「職員手当」には退職手当は含まない。 

 

 ② 職員の基本給、平均給与月額及び平均年齢の状況(平成 24年 4月 1日現在) 

区   分 平均年齢 基本給 平均給与月額 

伊豆の国市 43.2 歳 339,044 円 389,178 円 

注:平均給与月額には、期末・勤勉手当等を含まない。 

 

 ③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

  一般行政部門の制度と同じである。 

  一人当たり平均支給額（平成 23 年度）は、1,571 千円である。 

 

イ 退職手当(平成 24 年 4 月 1日現在) 

  一般行政部門の制度と同じである。 

  平成 23 年度は、退職者はいない。 

 

ウ 時間外勤務手当(平成 22・23 年度決算) 

23 年度 
支給総額 2,850 千円 

職員一人当たりの支給年額 317 

22 年度 
支給総額 2,299 千円 

職員一人当たりの支給年額 255 千円 

注:休日勤務手当を含む。 

 

エ その他の手当(平成 24 年 4月 1日現在) 

手当名 

一般行政職の制度 

との異同 

(内容・支給金額) 

23 年度決算 

支給実績 
支給職員一人当たり 

平均支給年額 

扶養手当 同 1,392 千円 232,000 円 

住居手当 同 516 千円 172,000 円 

通勤手当 同 347 千円 38,533 円 

管理職手当 同 652 千円 652,444 円 

 


